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公益財団法人 暴力追放広島県民会議
会長（広島県知事）　湯　﨑　英　彦

　県民の皆様には、平素から公益財団法人暴力追放広島県民会議の諸事業に、深

いご理解とご協力を頂いておりますことに、心からお礼申し上げます。

　暴力追放広島県民会議は、昭和62年６月、「暴力のない明るく安全で住みよい

広島県の実現」を目的として全国に先駆けて設立され、間もなく設立から30周年

の節目を迎えます。

　その間の県民の皆様のたゆまぬ暴力団排除活動や平成23年４月に施行されま

した広島県暴力団排除条例の浸透などもあり、県内における暴力団構成員の数は

年々減少しており、表面的には組織の弱体化が窺えますが、依然として県民の皆

様を標的に様々な違法資金源獲得活動を行い、県民生活の脅威となっていること

から、引き続き、暴力団排除活動の歩みを進めていくことが重要と考えます。

　そのためにも、暴力追放広島県民会議がその中心となって今後も県民の皆様と

ともに暴力団排除活動を推進し、県民の皆様が、「広島に生まれ、育ち、住み、

働いて良かったと心から思える広島県の実現」のために邁進していく所存ですの

で、なお一層のご支援、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

巻　頭　言
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ホワイト化
（反社会的勢力との関係を絶った後の処理について）

⒈ ホワイト化とは

　平成19年６月に犯罪対策閣僚会議より反社会的勢力との一切の関係遮断を全ての業界に要
請する指針が示され、その後、全都道府県において暴排条例も制定されました。その流れを
うけて、各業界において、反社会的勢力との関係を絶つために、暴排条項を加えた契約書が
準備され、また実際にも関係遮断の活動はかなり進みました。
　ただこのように反社会的勢力との関係遮断が進んだ一方で、彼らと関係があるとされた事
業者は、金融機関や取引先から取引を停止されたり、公共契約に申し込む資格（指名）を受
けることができなくなるという事態に陥ります。
　そのような事業者が、どのようにして再生をはかることができるようにするか、という問
題が暴排活動の新たな課題としてクローズアップされつつあります。これを我々民暴弁護士
は「ホワイト化」とよんでいます。

⒉ ホワイト化が問題となるケース

　ホワイト化が問題となるのは
　①　取引や交際をした相手方が、反社会的勢力に関係している場合
　②　 当該事業者内部（役員、従業員、株主や実質的支配関係者）に反社会的勢力の関係者

がいる場合
　の２つのケースです。
　例えば、Ａ社が下請を発注していた相手が反社会的勢力であることが判明したときに、金
融機関からＡ社も反社会的勢力の疑いがあると認定されて金融機関との取引を拒絶された事
例（①のケース）、Ｂ社の社長が暴力団員と頻繁にゴルフにいっていたことが「社会的に非
難される関係を有する」として、公共工事入札参加資格が停止となった事例（①と②のケー
スの混合型）などがあります。

広島弁護士会民事介入暴力問題対策委員会委員長
弁護士　中　井　克　洋

広島市中区東白島町14︲15  NTTクレド白島ビル８階
弁護士法人広島メープル法律事務所

TEL 082︲223︲4478
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⒊ ホワイト化のためのステップ

　これらの事例において、どのようにすればホワイト化が成功して、取引が再開されたり、
指名停止が解除されるかは、現状は定まった基準はなく、実例が集積されつつある段階です。
　ただ成功例の共通点は、
　（1）　当該事業者が反社会的勢力と関係があるとみなされた原因を除去する
　（2）　当該事業者において、その原因除去が完全になされたことを対外的に示す
　というステップがふまれています。

　例えばＡ社の事例（①のケース）では、
　（1）　取引相手との契約を速やかに解消して
　（2）　そのことを調査報告書にまとめて金融機関に提出して取引再開を要請した
　ことにより、金融機関が取引を再開したそうです。

　またＢ社の例（①と②のケースの混合型）では、
　（1）　 当該社長が代表取締役のみならず取締役も退任し、またその保有株式もＢ社が買い

取って資本関係もなく、さらに商号も変更した
　（2）　 新社長のもとで、ＨＰ上で反社会的勢力との関係遮断を宣言し、暴追センターの不

当要求防止責任者講習を受講するなどの方策をとった
　ことにより指名停止の解消にこぎつけたそうです。

　他の事例でも、特に（2）の点において、取引先、監督官庁、警察、マスコミなどに対し
て以下のような行動を示したことが有効であったとの報告があります。
　ア　第三者委員会（外部委員会）を設置し調査報告書を作成して提出した
　イ　関係遮断を証明するために以下のような資料を提出した
　　　・金銭や取引の流れにおいて関係遮断がされていることを示すための帳簿や通帳
　　　・相手との関係を解消したことの証明となるもの（解除通知書の内容証明郵便など）
　　　・辞任届け、解雇通知書、破門状、脱退届
　ウ　反社会的勢力排除のために以下のような体制を整備した
　　　・排除チェック体制の確立
　　　・顧問弁護士・税理士、監査役などの活用
　　　・暴追センターの不当要求防止責任者講習の受講
　エ　決別宣言
　オ　商号変更
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⒋ ホワイト化にあたってクリアすべき課題

　ところでそもそも暴排の目的は、
　ア　 反社会的勢力と一般社会が関係を遮断することによって反社会的勢力組織に対する

ヒト、モノ、カネの供給源を絶つ
　という点のほかに
　イ　 反社会的勢力の構成員にとって住みにくい世の中であることを示すことによって、彼

らにその組織からの離脱を促す
　という点があります。
　もしも一度は反社会的勢力との関係があったとして
も、関係遮断をはかり、再生を図る道（ホワイト化）が
なければ、反社会的勢力はいつまでも「反社会的」な存
在であり続けるしかなく、イの目的が達成できません。
　しかし実際には３で紹介したような成功例もある一方
で、成功例と同様の手段をとっても取引の再開にこぎつ
けていない事例があるのも事実です。
　またＢ社の例でいうと、元の社長を排除するという方法だけでなく、元の社長自身が真に
反社会的勢力との関係遮断をすればホワイト化できるという方法もできるようににしない
と、元の社長はいつまでもレッテルがはられたままです。
　ただ現実に何をすればホワイトだとみなしてよいか、はそう簡単ではありません。
① 一番の問題点は、誰が何を根拠にして、確かに原因が除去されたと判断するのか、という

点です。排除を決定した企業等は、多大な労力とリスクを負担して排除したわけですから、
再びリスクを冒すようなことは避けたいのが本音でしょう。

② 次に業界全体で暴排を進めてきた以上、業界のなかで一社だけで判断するには勇気が要る
という問題もあります。特に最初にホワイトの認定をして取引を再開する企業には、大き
なプレッシャーがかかると思います。
　これらの課題の克服には、ブラック・ホワイトの認定機関の設置や認定マニュアルの策定、
少なくともガイドライン程度は整備されることが必須と考えられますが、そのためには、警
察、暴追センター、民暴弁護士などの暴排担当の専門家だけでなく、各業界や監督官庁も一
緒になって、乗り越えるべき課題を洗い出し、ひとつひとつ乗り越えていくことが必要だと
思います。しかも、この検討は速やかに行われなければ、関係遮断や離脱がかえって進まな
くなります。
　この点がこれからの我々民暴委員の大きなテーマだと考えていますので、実例があればど
んどん我々にご相談ください。
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広島市 尾道市
福山市

広島市

五代目共政会：県内41組織
構　成　員　約180人（前年比－10人）
準構成員等　約220人（前年比－10人）

三代目俠道会：県内10組織
構　成　員　約60人（前年比－10人）
準構成員等　約50人（前年比－10人）

五代目浅野組：県内　４組織
構　成　員　約60人（前年比± ０人）
準構成員等　約40人（前年比＋10人）

1.　概　況
  暴力団は、近年、伝統的な資金源獲得活動や民事介入暴力、行政対象暴力等に加え、その組織実態を
隠蔽しながら、建設業、不動産業、金融・証券市場へ進出して、企業活動を仮装した一般社会での資
金源獲得活動を活発化させております。
　また、公共事業に介入した資金源獲得活動、公的融資制度等を悪用した詐欺事件等を敢行するな
ど、社会経済情勢の変化に応じた資金源獲得活動を行っています。
　更に、昨年８月末、全国最大の暴力団組織である指定暴力団六代目山口組傘下の直系組長が離脱
し、神戸山口組を結成したことに起因し、相互の切り崩しが活発に行われ、対立抗争と見られる傷害
等の事件が全国で発生しています。
　警察としては、暴力団員等に対する取締りや資金源対策をさらに強化するとともに、離脱支援や離
脱者の社会復帰対策、暴力団排除の取組を一層進展させ、暴力団排除に取り組む事業者に対する暴力
団情報の提供と保護対策の強化等に取り組んでいます。

２.　暴力団構成員等の推移
（1）全国の情勢

　全国の暴力団構成員及び準構成員等（以下「暴力団構成員等」という。）の数は、平成17年以降減
少し、平成27年末現在で約４万6,900人（前年比約6,600人減少）と、6年連続で暴力団対策法施行
後の最少人数を更新しました。
　うち、暴力団構成員の数は、約２万100人（前年比約2,200人減少）で、準構成員等の数は約２万
6,800人（前年比約4,400人減少）となりました。
　また、主要団体（六代目山口組、神戸山口組、住吉会、稲川会）の暴力団構成員等の数は、約
３万3,200人（全暴力団構成員等の70.8％）、うち暴力団構成員の数は、1万4,700人（全暴力団構成
員の73.1％）となっています。

（2）広島県内の情勢
  平成27年末現在、広島県内の暴力団構成員等は約610人（前年比約30人減少）で、うち暴力団構
成員の数は、約300人（前年比約20人減少）、準構成員等の数は約310人（前年比－10人）となって
います。

暴 力 団 情 勢

県内暴力団分布図
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■ 指定暴力団等分布図（22団体）

指定暴力団等の指定状況

※ 本表の「名称」「主たる事務所の所在地」「代表する者」「勢力範囲」
「構成員数」は、平成27年末のものを示している。

※ 浪川睦会の名称については、浪川会に名称変更公示（平成28年２月５
日）している。

※神戸山口組は平成28年４月15日に指定。
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覚せい剤　5,618人

傷害
2,596人

窃盗
2,121人

詐欺
2,281人

恐喝　1,042人

暴行　1,115人

脅迫　592人

その他　5,326人

殺人　115人

賭博　515人

ノミ行為等　27人

強盗　295人

１.　暴力団総合対策の概況
  事件捜査と連動した暴力団排除対策を推進して「社会対暴力団」の構図を確立し、　暴力団を社会か
ら孤立させるため、警察では
　○　資金源の封圧
　○　暴力団排除対策の推進
　○　暴力団対策法の効果的運用
　○　保護対策の徹底
を重点として、歓楽街や各種業界から暴力団に流れる構造的な資金源を把握し、県警察の総力を挙げ
て事件化しています。また、暴力団利用者、暴力団への資金提供者など、暴力団と共生する者に対し
ても暴力団排除条例等を適用するなど、暴力団総合対策を推進しています。

２.　暴力団員等の検挙状況
（1）全　国

　平成27年中の暴力団構成員等による犯罪の検挙状況をみると、前年に比べ、傷害・窃盗・覚せい
剤取締法違反の検挙は減少しているものの、詐欺の検挙は、前年に引き続き窃盗の検挙人員を上回
りました。

合計　21,643人
（前年比　852人減）

暴力団総合対策の推進

暴力団構成員等の罪種別検挙人員（平成27年）



9

（2）広島県
　平成27年中、県警察では、暴力団構成員等を190人（首領（組長等）６人、幹部15人、組員50人、
他119人）を逮捕・検挙しています。罪種別の特徴は、伝統的資金源である覚せい剤の密売、恐喝、
貸金業法違反が増加しています。
　（主な検挙事例）
　○ 共政会傘下組長らによる大手ゼネコン企業に対する恐喝未遂事件
　○ 共政会傘下組員らによる年末恒例海産物販売名目の恐喝事件
　○ 共政会共生者による営利目的所持の覚せい剤取締法違反事件
　○ 俠道会傘下組員らによる貸金業法違反事件
　○ 浅野組傘下組員らによる風俗関係業者に対する監禁、強盗致傷事件
等で、引続き暴力団組織の壊滅を目指して、取締りを強化しています。

３.　暴力団員に対する行政命令
　暴力団対策法は、指定暴力団の暴力団員による暴力的要求行為や暴力団への加入強要等を規制して
います。その違反行為に対しては、中止命令、再発防止命令、措置命令を発出できるとされています。
  平成４年３月１日の暴力団対策法施行後、平成27年末現在まで広島県警察においては341件の行政命
令を発出しています。
　（広島県内における過去の主な中止命令事案）
　○ 祝い金名目に金品を要求された事案
　 　 　組長の就任に伴い、配下組員がかねてから知悉している男性に対し、組長継承に対する祝い金

名目に、「継いだ時は祝い金をする言うたろうが。」「なんぼ出せとは言わんが祝い金をやれ。」等
と要求された事案。

　○ 損害賠償名目に金品を要求された事案
　 　 　組員から紹介された会社で働いていた男性が、従業員とトラブルになって会社を辞めたところ、

会社に対する迷惑料として、「月７万円を払え」と要求された事案。
　○ 債権取立名目に金品を要求された事案
　 　 　事業を興した男性が、携帯電話アプリを利用して「お金儲けしませんか」と広告を出したところ、

組員が現れ「いくら儲かるのか」「面倒を見てやるから月３～４万円持ってこい」と要求された事案。
　○ 高利債権取立名目に金品を要求された事案
　　 ① 10日で１割の利息で20万円借金をした男性が、１年経過したところで残金を尋ねたところ、組

員から「利子を含めて残り100万円を支払え」と要求された事案。
　　 ② 112万円の借金をしていた男性が、利息制限法に規定する制限額を超える利息を支払うよう要求

された事案。
　○ 口止め料名目に金品を要求された事案
　 　 　工事中の解体業者が、組員に「挨拶料を払え、払わなければ、以前、挨拶料を払っていたこと

をばらすぞ」と挨拶料を要求された事案。
　○ 迷惑料名目に金品を要求された事案
　　 ① 飲食店経営者が、組員に「店の客の声がうるさい」と因縁を付けられた上、「持ってくるものを持っ

てこい」と金品を要求された事案。
　　② 事故車両の保管、管理を任せていた業者と組員から、保管料のほかに迷惑料を加算されて法外

な金額を請求された事案。
○　慰謝料名目に金品を要求された事案
　 　 　男女のトラブルの仲介に入った組員から「慰謝料を払え、誠意を見せろ」と要求された事案。
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４.　暴力団排除対策の推進
　県警や県民会議等では、暴力団取締りと連動させた暴力団排除対策を推進するため、国や県、各自
治体、関係機関等と連携し、暴力団に対する資金源の枯渇化を図るとともに、暴力団が活動しにくい
環境作りを推進しています。

（1）公共工事等からの排除
　平成15年７月から、公共工事等の受注者は、公共工事に関して暴力団員から不当要求があった場
合は、行政機関への報告と警察への届出を義務づけています。
　これにより、平成27年末までの届出・相談は、198件あり、これを端緒に21件を事件化し、31人
の暴力団員やその関係者を逮捕しています。

（2）公営住宅からの排除
　平成19年８月までに、県内全自治体で公営住宅から暴力団を排除するための条例改正がなされま
した。平成27年末までに自治体からの照会により、入居者が暴力団員であることを回答し、又は警
察が暴力団員の入居を認知して自治体へ通報した数は延べ45人で、これら全てを退去させています。
　また、平成21年10月、広島市営住宅明け渡し訴訟では、最高裁が「入居後に改正された条例で
あっても、暴力団であれば適用され、合理的な差別も容認される。」とした広島高裁の判決を支持し
て上告を棄却するなど、今後の暴力団排除活動を支える画期的な判決がなされました。

（3）生活保護からの排除
　生活保護からの暴力団排除については、平成18年３月30日付けで、厚生労働省から「通知」が発
出され、急迫した状況にある場合を除き、暴力団組員からの申請は却下するとともに、原則受給さ
せないことが示されています。
　平成27年末までに、県下の各市町で95件の申請却下又は受給廃止を行っています。

（4）証券取引及び融資・預金取引からの排除
　○ 　平成19年４月26日、証券業界から暴力団等の反社会的勢力を排除するため、警察、証券会社、

中国財務局及び暴力追放広島県民会議で構成する「広島県証券警察連絡協議会」（県内16の証
券会社が加盟）を設立し、暴力団に対する取引拒否又は解約の措置を行っています。その結果、
平成27年末現在、総会屋・暴力団等23人に対し取引を拒絶しています。

広島県における行政命令の発出状況（過去５年）

団 体 名 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

共 政 会 ２ ４ ４ １ ０

俠 道 会 ２ ２ ２ ４ ４

浅 野 組 ７ ２ ２ ３ ０

そ の 他 １ － － １ ０

合　　計 12 ８ ８ ９ ４
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　○ 　平成21年４月21日、融資及び預金取引から暴力団を排除するため、「広島県銀行警察連絡協
議会」（県内28の金融機関が加盟）を設立し、平成22年４月以降、普通預金を含む全取引から
暴力団を排除しています。その結果、平成27年末現在、暴力団等151件の口座開設、融資申込
みを拒否しています。

（5）プロ野球からの排除
　平成16年３月、カープ球団では、警察、民暴委員会、県民会議と連携し、「広島東洋カープ・広島
市民球場暴力団排除連絡協議会」を設立し、市民球場からの暴力団・ダフ屋・不良応援団の排除対
策を推進するとともに、平成23年中には観戦中の暴力団組長らを退去させるなど球場の浄化に努め
ています。

（6）ホテルからの排除
　ホテル業界では、利用約款へ暴力団排除条項を規定化しており、結婚式場を予約した暴力団員の
契約を解除したことに対して、組員が民事訴訟を起こしましたが、平成22年４月、ホテル側が勝訴
しています。

（7）不動産取引からの排除
　平成24年12月11日、暴力団等反社会的勢力による不動産取引に関する違法又は不当な行為の防止
を図り、健全で公正な不動産取引の維持、発展を目的とした「広島県不動産団体・警察連絡協議会」

（広島県宅地建物取引業協会など５団体約3,000事業所が加盟）を設立し、暴力団事務所の開設防止
等に努めるなどの暴排活動を展開しています。

（8）生命保険からの排除
　「広島県生命保険防犯対策協議会」（県内32の生命保険会社が加盟）では、暴力団排除条項を導入
し、生命保険の契約者、被保険者、受取人から暴力団を排除するなど、生命保険に関する犯罪の予
防と暴力団の排除に努めています。

（9）建設業界からの排除
　「広島県建設業暴力追放対策協議会」（建設５団体、地区建設を含む県内2468事業所が加盟）では、
平成23年６月24日、県内の指定暴力団である五代目共政会など３団体に対して建設工事への不当介
入を拒否する「通知書」を発送したほか、先の東日本大震災の東北３県における復旧、復興事業へ
の暴力団の介入実態から、平成25年12月20日、広島県と大規模災害時の復旧工事から暴力団の不当
介入を防ぐ協定を締結しています。
　また、平成27年３月25日、広島県建設業暴力追放対策協議会傘下団体である「広島地区建設業暴
力追放対策協議会」が広島市との間で、大規模災害時に事業者が被災したり、被害が広範囲に及ん
だりして十分な対応ができない場合に備えて、より多くの建設事業者との協力体制を整備すること
により、迅速かつ円滑な対応を図ることを目的に「大規模災害時における応急対策等の協力に関す
る協定」を締結し、下請け参入や労働者派遣等からの暴力団排除対策を推進しています。

（₁₀）警備業からの排除
　「（一社）広島県警備業協会」（県内164の警備会社が加盟）では、警備業務に関する約款・契約等
に暴力団排除条項の導入を推進するとともに、暴力団等反社会的勢力との関係遮断及び被害を防止
するため、協会の発行する機関誌を活用しての広報啓発活動を推進しています。



県内各地域における暴排活動

尾道警察署管内暴力追放対策協議会
平成27年６月24日

尾道警察署管内暴力追放対策協議会総会

三原市暴力監視追放協議会
平成27年５月30日

「暴力追放・明るい街づくり」パレード

安芸地区暴力追放防犯連合会
平成27年９月28日

安芸地区暴力追放決起パレード

廿日市警察署管内暴力追放協議会
平成27年８月11日

「第43回宮島水中花火大会」における暴力追放キャンペーン

安佐南暴力追放防犯連合会
平成27年６月30日

安佐南暴力追放防犯連合会総会

安佐北暴力追放協議会
平成27年10月15日

安佐北暴力追放協議会による暴力排除パンフレット配布活動

竹原警察署管内暴力追放協議会
平成27年10月17日

竹原市暴力団追放市民総決起集会街頭パレード

安芸高田市暴力監視追放協議会
平成27年11月26日

安芸高田市暴力監視追放協議会設立総会

12

（平成27年全国暴力追放運動統一標語優秀作品）
～ 暴力を しないさせない みんなの勇気 ～

〈開催日順に掲載〉



広島市暴力追放監視防犯連合会
平成27年12月１日

「暴力追放・明るい街づくり総決起大会」街頭パレード

呉市暴力監視連合会
平成27年12月12日

「暴力追放明るい街づくり」繁華街パトロール

三次地区暴力監視追放協議会
平成28年２月27日

三次地区暴力監視追放シンポジウム

大竹市暴力監視追放協議会
平成28年２月27日

大竹市暴力監視追放総決起大会

福山市暴力監視追放協議会
平成27年12月１日

「暴力団追放」繁華街パレード

府中暴力追放協議会
平成27年12月19日

府中暴力追放協議会主催「府中市中学校野球教室」

福山西警察署管内暴力追放防犯連絡協議会
平成27年12月７日

年末暴力追放街頭パレード

東広島市暴力監視追放協議会
平成28年２月６日

暴力追放排除進出阻止に向けた街頭パレード

因島警察署管内暴力追放協議会
平成28年２月13日

因島警察署管内暴力追放協議会主催「第８回しまなみ少年サッカー大会」

庄原市暴力追放協議会
平成27年11月28日

庄原市暴力追放協議会結成30周年記念式典

13
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暴力追放広島県民会議では、「暴排DVD」を無償で貸し出しています。
各種研修会や講習会にご活用下さい。

詳しくは、県民会議　082-228-5050　までご連絡ください。
No. タイトル 内　　　　　容 時間

1 それでええんか！？
～不当要求撃退法～

第１話「書籍購入要求の撃退法」～11分第２話「忘年会申込みの撃退法」～10分
第３話「公共工事下請参入の撃退法」～23分
悪い対応例・良い対応例などを示し、実務に直結した撃退法を解説。（チャプター1
～3の選択可）～（公財）暴力追放広島県民会議企画

54分

2 断絶
資金繰りに窮した会社経営者が、素性も不明な投資顧問会社（共生者）を利用した
ことで、その後、数々の契約取引の要求を受け、最終的に会社が暴力団に食い物に
されていく様子や、それに立ち向かう会社の対応要領をドラマ風に描いている。

31分

3 黒い契約者
暴力団サイドの視点から、不動産会社、ホテルに対して不当要求に及んでいく手
口・方法を描写しながら、暴力団組織内の階層的な上下関係、上納金制度を分かり
やすく説明するとともに「暴力団は金が全てである」ことをドラマ風に描いている。
また「暴力団排除条例」についても分かりやすく説明している。

30分

4 不当要求の手口と対応 
迷惑電話＆クレーマー編

執拗な迷惑電話の手口と対応。あるいは、クレーマーの種別と対策など悪質な手口
と対応をピックアップし、企業の総務担当者を迎え、企業の悩みや対応例を交えて
解説。（チャプター1～8の選択可）

56分

5 負けへんで
NAVI5 PartⅡ

「交通事故」「店舗営業」「マンションの賃貸借」「機関誌購読強要」「近隣トラブル」に
暴力団が関与するなど、事例に基づいたトラブル編と解決編とで分かりやすく解説。 36分

6 社会VS暴力団
（1）芳香剤の卸業者と取引のある顧客が暴力団関係企業であることが発覚。暴追セ
ンター、警察、弁護士らと一体となり「暴力団排除条項」を導入し契約解除に成功
した。 （2）刑事事件として事件化した上で、改正暴対法による「代表者責任追及」
の訴訟の動きから、暴力団側が慌てて被害金を弁済するに至った事案。

39分

7 シャットアウト
～企業対象暴力～

ある地方銀行に配属された女性行員は、末端の行員、幹部が暴力団と関係のある団
体とつきあっているのを知る。反社会的勢力は様々な形で接近、攻撃していた。そ
れらの事実が露呈し、銀行は世間の批判の目にさらされることになる。不正を一掃
すべく抜擢された新頭取は、一切の反社会的勢力との関係遮断を宣言する。

28分

8 暴力追放シミュレーション
～ロールプレイング形式～

あなたの会社やお店に突然訪れる暴力団関係者など、不当要求者に対して、どう対
応すれば良いのか、実際に体験し訓練するシミュレーション型のロールプレイング。 30分

9 シャットアウト
～行政対象暴力～

自治体の課長補佐に、暴力団幹部が機関紙の購読要求するが断った。公共工事に下
請参入させようと課長補佐にあらゆる手段をとる暴力団。市民ホールの工事責任者
のもとへ相談に行く課長補佐であったが「行政が暴力に屈することは許されない。
新たな被害者が出ることになる。」と言われ、立ち上がる決意をする。長年のしが
らみを持つ幹部職員を説き伏せ、組織対応する。

30分

10 狙われた行政
～失敗を糧に～

ある地方都市。不当要求撲滅に向け条例を制定して取り組みが行われた。そうした
中、公営住宅に暴力団が居住していることが判明。所轄警察署とともに立ち退きを
求め対応していく。

33分

11 決別への道
平成23年10月１日に東京都暴力団排除条例が施行された。その条例は、都民の生
活にどのように関わってくるのか。そして経済活動においては、どのような注意が
必要なのか。暴力団を排除するために重要なのは、都民一人一人が「暴力団と交際
しない」という強い意志と勇気を持つことである。いまこそ都民は「暴力団排除」
という「決断」をしなくてはならない。

35分

12 鉄の砦
暴力団等反社会的勢力による公共工事への参入を許してしまった事例をあげ、行政
が一丸となって行政対象暴力に立ち向かうための対応要領等を解説。また、暴力団
等の不当要求に屈した場合、行政のみならず企業活動をも犠牲にするという事例を
紹介。

50分

13 闇にひそむ影
暴力団のフロント企業との不動産契約を暴排条項や表明確約書を活用して破棄する
事例と以前から暴力団と契約を結んでいた商店街が暴力団排除条例の施行を契機に
暴力団排除に乗り出す事例を紹介。

35分

14 排除の分かれ道
レストラン・チェーン店と本社を舞台に反社会的勢力との攻防を描いている。間
違った対応を紹介して問題提起を行う一方、正しい対応要領について、暴追セン
ターの解説でわかりやすく紹介している。

56分

15 撃退 反社会的勢力からの不当要求に対する基本的対応要領として、平素の対応と有事の
対応を失敗例と正しい対応例をあげて解説と共にわかりやすく紹介している。 77分

16 暴排のシナリオ すべての人々が、知識すなわち、暴排のシナリオを身につけるために事例ごとに解
説でわかりやすく紹介している。 93分

暴排DVDの貸出



功 労 者 表 彰
 内田　喜久（府中暴力追放協議会会長）

 作田　寧秀（尾道警察署管内暴力追放対策協議会会長）

 永井　　覚

功労団体表彰
 広島弁護士会民事介入暴力問題対策委員会

全　国　表　彰

平成27年度 暴力追放功労団体・功労者に対する表彰（敬称略）

　11月24日、東京「明治記念館」で開催された平成27年度全国暴力追放運動中央大会
において表彰

功 労 者 表 彰 水本　洋一（東広島市暴力監視追放協議会会長）

功労団体表彰 大竹市暴力監視追放協議会

中 国 管 区 表 彰
　９月２日、島根県松江市「松江エクセルホテル東急」で開催された平成27年度中国
管区内暴力追放運動推進センター連絡協議会定例連絡会において表彰

団 体 表 彰  広島市中区東平塚町内会

 広島弁護士会民事介入暴力問題対策委員会

 鹿島建設株式会社中国支店

 大成建設株式会社中国支店　

感 　 謝 　 状  プローバグループ

 広島東洋カープ・広島市民球場暴力団等排除連絡協議会

 株式会社アボアエンジニアリング

 公益財団法人日工組社会安全財団

個 人 表 彰  髙田　健司（福山市暴力監視追放協議会会長）

 山本　繁生（廿日市警察署管内暴力追放協議会会長）

 小林　一三（安佐北暴力追放協議会副会長）

暴力追放広島県民会議表彰
　５月15日、「ひろしま国際ホテル」で開催された平成27年度暴力追放広島県民会議
第１回定例理事会において表彰

15



広島県民会議の相談事業

16

 ⒈　相談件数と相談内容　
　平成27年度中、県民会議へ寄せられた暴力相
談は、539件でした。
　相談内容は、反社会的勢力の排除気運の高ま
りや広島県暴力団排除条例の施行に伴い、各種
契約に関する相談が最も多く、迷惑・困り事に
関する相談、交通事故示談に関する相談等も上
位を占めています。
　また、県民会議では事業活動のひとつとして、
暴力団組織から離脱した暴力団の社会復帰につ
いて相談を受けています。保護観察所や公共職
業安定所等の関係機関と連携し、事業主の協力
を得て支援します。
　引き続き、暴力団等反社会的勢力からの不当
要求や悪質クレ－マ－に対する相談を受け付け
ていますので、お気軽に相談して下さい。

 ⒉　相談事例と対応要領

不動産取引 ８件
債権取立 ６件

離脱 ３件 刑罰法令 ２件

交通事故 22件

各種契約　411件

迷惑・困り事
48件

その他
39件

暴力相談の内訳　（平成27年度中）
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　（公財）暴力追放広島県民会議では、暴力団対策法に基づいて広島県公安委員会からの委託を受け、
各事業所の不当要求防止責任者の皆さんに対し、暴力団等からの不当要求による被害を防止するた
めに必要な対応要領などの講習を無料で行っています。

～ 受 講 の 手 続 き ～
① 事業所で「不当要求防止責任者」を選任します。
② 「選任届出書」を作成します。（用紙は、警察署刑事課または県警・県民会議ＨＰにあります。）
③ 事業所を管轄する警察署の刑事課へ「選任届出書」を提出します。
④ 広島県公安委員会から受講案内状が送付されますので、受講申込書を返送して下さい。
⑤ 受講案内状に記載されている指定の日時、場所で受講して下さい。
⑥ 受講後、広島県公安委員会から「受講修了書」を交付します。

～責任者講習の種類～
① 選任時講習　～不当要求防止責任者に選任された日から概ね１年以内に１回行います。
② 定 期 講 習　～選任時講習を受講された後、概ね３年ごとに１回行います。
③ 臨 時 講 習　～特別の事情がある場合に行います。

■責任者講習の実施状況
　平成27年度は、2,237名（実施回数41回）の方が受講されました。前年度の受講者数は、２,310
名で73名減少しました。

責 任 者 講 習 受 講 者 数

あなたの職場を反社会的勢力から守るために
～不当要求防止責任者講習を積極的に受講しましょう～

不当要求防止責任者講習事業

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

■26年度 77 243 225 224 116 230 262 280 163 124 271 95
■27年度 85 128 201 119 113 387 410 269 131 259 135 0

受
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数
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　広島県警察では、県下28警察署に「公共工事等不当介入排除専門官」を配置し、公共工事から
暴力団等の不当介入を排除しています。
　暴力団等からアプローチがあった場合は、恐れず、迷わず、早めに相談してください。

公共工事等不当介入排除専門官電話一覧表
番号 警　察　署 担　当　課 郵便番号 所　　在　　地 代表電話
1 広島中央警察署 刑 事 第 二 課 730-0011 広島市中区基町9-48 082-224-0110

2 広島東警察署 刑 事 第 二 課 730-0043 広島市中区富士見町11-13 082-258-0110

3 広島西警察署 刑 事 第 二 課 733-0833 広島市西区商工センタ-4丁目1-3 082-279-0110

4 広島南警察署 刑 事 課 734-0003 広島市南区宇品東4丁目1-34 082-255-0110

5 安佐南警察署 刑 事 第 二 課 731-0113 広島市安佐南区西原9丁目3-20 082-874-0110

6 安佐北警察署 刑 事 課 731-0221 広島市安佐北区可部4丁目14-13 082-812-0110

7 佐 伯 警 察 署 刑 事 課 731-5156 広島市佐伯区倉重1丁目26-1 082-922-0110

8 海 田 警 察 署 刑 事 課 736-0051 安芸郡海田町つくも町1-45 082-820-0110

9 廿日市警察署 刑 事 課 738-0015 廿日市市本町1-10 0829-31-0110

10 大 竹 警 察 署 生活安全刑事課 739-0613 大竹市本町1丁目8-10 0827-53-0110

11 山 県 警 察 署 生活安全刑事課 731-3501 山県郡安芸太田町加計3760-1 0826-22-0110

12 呉 警 察 署 刑 事 第 二 課 737-0811 呉市西中央2丁目2-4 0823-29-0110

13 広 警 察 署 刑 事 課 737-0141 呉市広大新開1丁目5-6 0823-75-0110

14 音 戸 警 察 署 生活安全刑事課 737-1205 呉市音戸町南隠渡1丁目11-48 0823-51-0110

15 江田島警察署 生活安全刑事課 737-2122 江田島市江田島町中央4丁目13-1 0823-42-0110

16 東広島警察署 刑 事 第 二 課 739-0014 東広島市西条昭和町4-11 082-422-0110

17 竹 原 警 察 署 刑 事 課 725-0026 竹原市中央1丁目1-13 0846-22-0110

18 福山東警察署 刑 事 第 二 課 720-8531 福山市三吉町南2丁目5-31 084-927-0110

19 福山西警察署 刑 事 課 729-0112 福山市神村町3106-1 084-933-0110

20 福山北警察署 刑 事 課 720-2107 福山市神辺町新道上3丁目14 084-962-0110

21 尾 道 警 察 署 刑 事 課 722-0014 尾道市新浜1丁目7-34 0848-22-0110

22 因 島 警 察 署 生活安全刑事課 722-2323 尾道市因島土生町1900-3 0845-22-0110

23 三 原 警 察 署 刑 事 課 723-0052 三原市皆実3丁目2-6 0848-67-0110

24 府 中 警 察 署 刑 事 課 726-0002 府中市鵜飼町542-3 0847-46-0110

25 三 次 警 察 署 刑 事 課 728-0012 三次市十日市中2丁目6-6 0824-64-0110

26 安芸高田警察署 生活安全刑事課 731-0501 安芸高田市吉田町吉田1204-2 0826-47-0110

27 庄 原 警 察 署 生活安全刑事課 727-0012 庄原市中本町1丁目3-8 0824-72-0110

28 世 羅 警 察 署 生活安全刑事課 722-1121 世羅郡世羅町西上原427-1 0847-22-0110

公共工事等不当介入排除



広島市中区基町１０番５２号　県庁南館

ホームページ 検索暴力追放　広島

団体　年額１万円（１口）以上　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　会費を納入された方には、税法上の優遇措置が受けられる証明書
　　を発行いたします。
「賛助会員の証」のほか、暴力団等に関する情報等を随時提供いたし
ます。
「入会申込書」をお送りします。 詳しくは事務局へ

　暴力追放広島県民会議では、企業・団体など県民総ぐるみの暴力団追放運動を展開するた
め、県民会議の行う各種事業に、ご賛同・ご支援をいただく賛助会員を募集しています。

暴力団を利用しない
　暴力団を恐れない
　　暴力団に金を出さない

暴力団と交際しない＋１
ワン

団体　年額１万円（１口）以上　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　会費を納入された方には、税法上の優遇措置が受けられる証明書
　　を発行いたします。
「賛助会員の証」のほか、暴力団等に関する情報等を随時提供いたし
ます。
「入会申込書」をお送りします。 詳しくは事務局へ

暴力追放広島県民会議では、企業・団体など県民総ぐるみの暴力団追放運動を展開するた
め、県民会議の行う各種事業に、ご賛同・ご支援をいただく賛助会員を募集しています。

賛助会
員を募集しています賛助会
員を募集しています

ご 寄 付 の お 願 い
　暴力追放広島県民会議では、効果的な暴力団追放事業を推進するため、企業・団体
の皆様に、ご寄付をお願いしております。
　県民会議は公益財団法人の認定を受けており、寄付は税法上の優遇措置を受けるこ
とができます。

TEL ０８２－５１１－０１１０　FAX ０８２－５１１－０１１１
相談電話  082-228-5050

暴力団を利用しない
暴力団を恐れない 暴力団と交際しない＋１１
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とができます。


